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第４講 実証的租税モデル

租税制度デザインに関する基礎研究としてミクロ統計を用いて納税者の経済
行動、とりわけ需要の価格弾力性や所得弾力性を推計しておくことは重要である。
本講義では、最適課税論の立場から、家計の消費需要関数を推計し、それがどの
ように租税制度デザインに利用できるかを明らかにしたい。

4.1 消費税制度の現状

わが国の消費税は 1989年 4月 1日に税率 3% として導入され、1997年 4月 1日
に国税としての消費税 4% 、地方税としての消費税 1% 、合計税率 5% に引き上
げられた。平成 12年 (2000年)7月に税制調査会はわが国税制の現状と課題という
文書の中で、消費税について「賞し高齢化が進展する 21世紀を展望すると、勤労
世代に偏らず、より多くの人々が社会を支えていくことが必要であり、消費税の
役割はますます重要なものになっていくと考えられます。消費税を含めた今後の
わが国の税制のあり方については、公的サービスの費用負担を将来世代に先送り
するのではなく、現在の世代が広く公平に分かち合っていく必要があることを考
慮しながら、国民的な議論によって検討されるべき課題です」と述べている。消
費税制度改正はこれまで 2回行われており、概略は次の表 1で示すとおりである。
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消費税では非課税取引を認めている。消費税が非課税であるということは、売
上に対して消費税が課税されない一方で、その売上に対応する課税仕入について
仕入税額控除を行うこともできないことを意味している。この場合、財貨サービ
スが非課税とされても、控除できない消費税相当額がコストの一部として価格に
組み込まれるため、消費税非課税であるといってもその分だけ価格が低下するこ
とにはならない
消費税における非課税取引対象としては 1989年導入当初より以下のような財

が該当していた。

①税の性格から対象とならないものとして

• 土地の譲渡および貸付け
• 有価証券、支払手段等の譲渡
• 貸付金等の利子、保険料等
• 郵便切手類、印紙等の譲渡
• 行政手数料等、国際郵便為替等、外国為替取引

②社会政策的な配慮に基づくもの

• 医療保険各法等の医療
• 社会福祉事業法に規定する第一種社会福祉事業等
• 一定の学校の授業料、入学検定料

1991年改正により②に追加された項目

• 第二種社会福祉事業および社会福祉事業に類する事業
• 入学金、施設設備費、学籍証明等手数料
• 助産
• 埋葬料、火葬料
• 身体障害者用物品の譲渡、貸付等
• 教科書用図書の譲渡
• 住宅の貸付

生活必需品の代表として食料品に対する消費税の取扱がよく問題になる。幾
つかの国では、食料品に対しゼロ% 課税 (、イギリス、メキシコ、カナダ、オー
ストラリア)や他の物品より低い課税 (フィンランド、フランス、ドイツ、オラン
ダ、スウェーデン、ルクセンブルグ、ベルギー、オーストリア、イタリア、ポルト
ガル、スペイン、トルコ、ハンガリー、チェコ、スロバキア、ポーランド、スイ
ス、オーストラリア等)を適用している。他の物品と食料品を区別せず同一課税
を適用している国は、デンマーク、ニュージーランド、日本、インドネシア、フィ
リピン、台湾、タイ、中国、シンガポールなど比較的少ない。1、2

1食料品の範囲は各国ごとに異なる。未加工農産物など一部の食料品については軽減税率が適用さ
れる場合があり、また逆に高級食料品については標準税率が適用される場合がある。

2消費税の国際比較や実務上の諸問題については Tait(1988) を参照。
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4.2 最適消費税の理論

最適課税論では、ある所与の大きさの税収を得るのに、最も経済的に合理的な方
法は何かを検討するものである。その際、資源配分の効率性と所得分配の公平性
の基準に基づいて課税体系が考慮されるのである。

4.2.1 代表的家計のケース

このアプローチを消費税に適用したのが最適消費税の理論であり、Ramsey(1927)
を嚆矢とする。3その基本的な枠組みは次のとおりである。

1. 政府は線形消費税と比例的な労働所得税を課すことができる。

2. 消費者は代表的家計であり、所得分配の問題は扱われていない。

3. 代表的家計は価格を所与とし効用最大化を通して消費と労働供給を決める。

4. 消費者が直面する消費者価格は、生産者価格に消費税を加えたものである。
生産者価格は一定であり、課税によって変化しない。

5. 政府は一定の税収を確保するという財政上の制約を満たしつつ、代表的家
計の効用水準を最も高めるように、各財に対する消費税率を決める。

具体的に Ramseyモデルを定式化しよう。

Max U(x0, x1, x2)

subject to E(q, u) = q0x0 + q1x1 + q2x2 = 0
p0x0(q, u) + p1x1(q, u) + p2x2(q, u) + g = 0

(1)

ここで x1, x2 は通常財、x0 はレジャー、g は消費者価格、pは生産者価格、
E(q, u) は支出関数、qは政府支出である。
ラグランジェ関数を次のように設定する。

V = u− λ1E(q, u)− λ2
£
p0x0 + p1x1 + p2x2 + g

¤
(2)

一階条件より、

∂V

∂qi
= −λ1xi − λ2

£
p0x0 + p1x1 + p2x2 + g

¤
= 0 (i = 0, 1, 2) (3)

ここで xij = ∂xiÁ∂qj , ∂EÁ∂qi = xi

(3）は次のように書き直すことができる。

(q0 − t0)x0i + (q1 − t1)x1i + (q2 − t2)x2i
xi

= −λ1
λ2

(4)

ミクロ理論より代替効果の消費者価格での加重和はゼロになる。

q0xi0 + q
1xi1 + q

2xi2 = 0 (5)

(5)を (4)に代入すると、

t0x0i + t
1x1i + t

2x2i
xi

=
λ1
λ2

(6)

3以下の要約は、井堀（1996 第 3 章）を参考にしている。
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代替効果の対称性 (xij = x
i
i)を用いると

t0xi0 + t
1xi1 + t

2xi2
xi

=
λ1
λ2

(7)

これを弾力性の形で表すと

θ0εi0 + θ1εi1 + θ2εi2 = λ (8)

ここで θi = ti/qi（各財に対する有効税率）、εij = x
i
jq
j/xi（i財の qj に対す

る保証需要の価格弾力性)、λ = λ1/λ2 である。
ラグランジェ乗数 λ1は攪乱的な税収で調達された移転支出の経済厚生に及ぼ

す効果でありマイナスとなる。λ2は政府支出一定のもとで税負担が限界的に減少
したことの便益を意味するのでプラスとなる。(8)の λはマイナスとなる。
一般に (7)で表される関係をラムゼイ・ルールと呼ぶがこれは次のように言い

換えることができる。
ラムゼイ・ルール： 最適化税体系においてはすべての財の補償需要が同一

比率で減少するように個別の税率が決定されなければならない。

4.2.2 複数家計のケース

（追加あり）

4.3 消費者需要分析

4.3.1 線形支出体系（Linear Expenditure System）

Stone and Gearyは線形支出体系に基づく需要関数を提示した。
効用関数は次のように与えられる。

U(x) =
nP
k=1

ak log(xk − bk) (9)

ここで ak > 0、xk − bk > 0、
uP
k=1

ak = 1、bk =生存必要量。

予算制約式は

Y =
nP
k=1

pkxk (10)

であり、(9)を (10)の下に最大化するときの 1階条件より

pixi = pibi + ai(Y −
nP
k 6=i
pkbk) (11)

を得る。これが Stone and Gearyの提示した需要関数である。
ここで bk を Stoneの言うように生存必要量と解釈するのではなくこれを過去

と現在をつなぐ消費生活の実態すなわち習慣形成された消費パターンと解釈する
こともできる。

Pollockは Stone and Gearyのモデルに習慣形成効果を導入した。すなわち
(1)の効用関数の各変数は時間とともに変化する設定を加えたのである。

Ut(xt) =
nP
k=1

ak log(xkt − bkt) (12)
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ここで習慣形成は

bit = b
∗
i + βixit−1 (13)

で表すことができるとする。ここで b∗i は時間には関わりのない生存必要量、
βi は i財の習慣形成係数で１期前の消費量に依存している。
予算制約式は

nP
k=1

pktxkt = Yt (14)

(12)を (13)(14)の下で最大化して得られる需要関数は次のように表せる。

dit(P, Y, xit−1) = b∗i −
ai
pi

nP
k=1

pkb
∗
k +

ai
pi
Y + βixit−1 − ai

pi

nP
k=1

pkβkxkt−1 (15)

この需要関数はP, Y が一定でも xit−1に応じて変化することを意味している。
そこで任意のP, Y, xit−1のもとで達成される最大の効用水準を与える間接効用関
数を求める。

vt(P, Y, xit−1) = k + log(Y −
nP
k=1

pkb
∗
k −

nP
k=1

pkβkxkt−1)−
nP
k=1

ak log pk (16)

(16)では各 bktに応じた効用水準が確定し効用水準の比較が可能になる。一般
には biの上昇は P, Y 一定のもとで達成できる最大効用水準を減少させる。その

減少の度合いは (16)式の右辺第 2項の対数内の値 Y −
nP
k=1

pkb
∗
k −

nP
k=1

pkβkxkt−1

に依存する。所得水準の高い階層ほど biで表せる習慣形成効果が効用水準に与え
る負の影響は小さい。4

習慣形成効果の研究の延長線上に家族規模家族構成やその特性が消費需要に
影響を与える効果を研究するということがある。
家族の人口特性 (η1, η2, · · · ηn)によって特徴づけられる各財サービスの社会的

必要量を (d1, d2, · · · dn)とする。もし ∂xi/∂ηi > 0であれば i財は規模の経済性
は働かない財であるが ∂xi/∂ηi < 0であれば i財は規模の経済性が働く。家族規
模・構成の変化が各財の需要量をどのように変化させるかで当該財がその社会で
規模の経済性が働くか否かを判断することができる。
具体的には (5)を次のように表す。

bit = b
∗
i +

nP
i=1

γiηi + βixit−1 (17)

消費における規模の経済性を測定する試みは Lazear and Michael (1980)や
Pollak and Wales (1979)などによって行われている。Pollak and Wales (1979)で
は、家計の構成比較に必要な尺度（equivalence scale＝等価尺度）を求めている。
等価尺度とはある特定の効用水準を達成するのに必要な支出額に異なった人口変
数を反映させる指数である。例えばこの尺度を用いることで 2人の子供と 12000
ドルの所得で達成できる生活水準は 3人の子供の場合いくらで達成できるかとい
うことを推定することができる。5

4ここでの結果は各所得階層間で効用関数の形状が異なっている可能性を示している。習慣形成効
果も生存必要量と考えられる低所得層と高い生活水準を維持するために奢侈財を購入している高所得
層とでは全く意味合いが違ってくる。

5等価尺度を計量経済学的に求めるためには個票データが必要になる。『家計調査』の集計データ
を用いて等価尺度を求めることには限界がある。
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4.3.2 Almost Ideal Demand System (AIDs)

支出関数 (費用関数)を以下のように定義しよう。

log c(u,p) = (1− u) log(a(p) + u log(b(p)) (18)

ここで uは任意の効用水準 u = 0の時必需的消費の費用は a(p)であり、u = 1
のとき消費は飽和状態になりその費用は b(p)である。

(18)を t財価格で偏微分すれば

∂ log c(u,p)

∂ log pi
=

pixi
c(u,p)

= wi (19)

i財の支出比 wi が得られる。
Deaton and Muellbauer (1980a)は a(p)と b(p)に具体的な関数形を与えるこ

とにより wi を用いた需要関数を導いた。

wi = αi +
P
j

γij log pi + βi log
x

p
(20)

log p = α0 +
P
k

αk log pk +
1

2

P
j

P
k

γkj log pk log pj (21)

Ray(1980)は AIDSモデルを用いて家族規模が消費需要に及ぼす効果を測定
する目的で (12)を次のように拡張した。

wi = αi +
nP
j

γij log pj + βi log
x0

p0
+ θi logm (22)

ここで logp0 = α0 +
nP
k=1

wk log pk、x0 は家族一人あたり支出額mは家族人員

数である。
さらに習慣形成効果を次のように導入する。

αi = αi0 + αi1xit−1 + αi2xit−12 (23)

ここで xit−1は i財の 1期前の消費量 xit−12は i財の 1年前 (月次データに対
応)の消費量を表しており、短期と長期の習慣形成効果をとらえようとしている。
またこの設定によって消費パターンの季節性の問題にも対応していることになる。

(22)の理論制約は次のように表せる。まず総和条件はすべての j について成
り立つ。 P

i

αi = 1,
P
k

βk = 0,
P
j

γij = 0 (24)

同次性はすべての j について次の式が成り立つ。P
i

γji = 0 (25)

対称性は

γij = γji (26)

で表される。
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4.4 消費税に関する実証研究

（追加あり）
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